
行政資料閲覧コーナー設置要綱の制定について（例規通達） 

富山県情報公開条例（平成13年富山県条例第38号）に基づき、積極的な情報公開の推進

に資するための情報の提供施策として、別添のとおり「行政資料閲覧コーナー設置要綱」

を制定し、平成14年４月１日から施行することとしたので、事務処理上遺漏のないように

されたい。 



別添 

行政資料閲覧コーナー設置要綱 

１  趣旨 

この要綱は、富山県情報公開条例第32条第３項の規定に基づき、行政資料閲覧コーナー

の設置等について必要な事項を定めるものとする。 

２  定義 

(1) この要綱において「行政資料」とは、刊行物その他の資料であって、富山県公安委員

会及び富山県警察の職員が作成し、又は国や他の地方公共団体等から取得したもののう

ち県民の利用に供することが適当と認められるものをいう。 

(2) この要綱において「所属」とは、警察本部の課、室、隊、所及びセンター並びに警察

学校並びに警察署をいう。 

３  行政資料閲覧コーナーの設置 

(1) 行政資料の閲覧及び写しの提供（以下「閲覧等」という。）のための施設として、警

務部警察相談課に設置する情報公開窓口（以下「情報公開窓口」という。）に行政資料

閲覧コーナー（以下「閲覧コーナー」という。）を置く。 

(2) 閲覧コーナーには、行政資料を配置するものとする。 

(3) 閲覧コーナーは、警務部警察相談課長（以下「警察相談課長」という。）が管理する

ものとする。 

４  行政資料の送付 

(1) 所属の長（以下「所属長」という。）は、行政資料を作成し、又は取得したときは、

その都度、当該行政資料を警察相談課長に送付するものとする。 

(2) 警察相談課長に送付する行政資料の部数は、７部とする。 

(3) 前項の規定にかかわらず、作成し、又は取得した部数が少ないことなどの理由により、

所要部数を送付することができない場合は送付可能な部数を送付し、１部も送付できな

い場合には行政資料登録票（別記様式第１号）を送付するものとする。 

５  行政資料目録の整備 

警察相談課長は、行政資料目録（別記様式第２号）を毎年作成し、閲覧コーナーに備え

置くものとする。 

６  行政資料の閲覧等 

(1) 閲覧コーナーに配置した行政資料は、県民の利用に供するものとし、県民は自由に閲

覧することができるものとする。 

(2) 情報公開窓口においては、依頼に基づき行政資料の写しの提供を行うものとする。こ

の場合において、写しの提供に要した費用は、公文書の開示の実施方法に準じて、依頼

者が負担するものとする。 



なお、次の場合には、費用を徴収しないものとする。 

ア 国、他の地方公共団体、その他の公共的団体あるいは、報道機関等費用を徴収す

ることが適当でない団体等に対して提供する場合 

イ 広報紙、県の施設・制度の紹介又は利用案内、その他県民一般に広く配布するこ

とを目的として作成された行政資料の写し等を提供する場合 
７  閲覧コーナーへの配置等 

警察相談課長は、所属長から送付された行政資料のうち、１部を閲覧コーナーに配置し、

６部を富山県経営管理部法務文書課長に送付するものとする。 

８  配置期間 

行政資料の閲覧コーナーにおける配置期間は、警察相談課長が定めるものとする。 

９  行政資料の廃棄等 

警察相談課長は、その管理にある行政資料について、配置、保管又は保存を続ける必要

がなくなったと認めたときは、これを廃棄することができる。 

10  行政資料の調査等 

警察相談課長は、閲覧コーナーの利用状況及び所属における行政資料の作成又は取得状

況の調査等を行うことができる。 

11  その他 

警務部長は、この要綱によることが困難な場合には、別の取扱いをすることができる。 

 



様式第１号 

 

行  政  資  料  登  録  票 

 年    月    日 所  属  

行    政    資    料    名 
作成・取得 

年      月 

作成・取得 

部      数 
作成状況 備   考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

※作成状況は「毎年」、「毎月」、「随時」、「今回限り」等の区分を記載する。



様式第２号 

 

管理番号 行政資料名 担当所属 作成年月 発行所 配置場所 

      

 


